
※令和元年12月20日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
≪概算要求状況欄≫　金額上段：R２年度要求額　　金額下段：R元年度予算額　　〔全〕全国枠予算　　〔国〕国費ベース　　〔事〕事業費ベース

≪摘要欄≫　　○：ほぼ要望どおり措置等の見込み　△：一部措置等される見込み　×：措置等されない見込み

要望・提案事項 予算内容等 摘要

Ⅰ　中小企業等の活力が発揮でき
る環境づくり
１．災害を想定した中小企業への支
援

×

２．.中小企業等のグローバル化支
援施策の拡充・強化

×

３．創業者向け融資における保証対
象要件の緩和

×

◆概算要求の状況　＜経済産業省・公正取引員会＞

＜経済産業省＞
〇中小企業取引対策事業
 ・全国４８箇所に設置した「下請かけこみ寺」にお
いて、 中小企業からの取引に関する相談対応（無
料弁護士相談を含む）や裁判外紛争解決手続（Ａ
ＤＲ）を行うとと もに、下請ガイドラインの普及啓発
等を実施

＜公正取引委員会＞
 ・厳正かつ実効性のある独占禁止法の運用
 ・中小企業に対する不利益行為の取締り強化 等

〔全〕１０．３億円
（〔全〕９．６億円）

〔全〕１１９．７１億円
（〔全〕１１３．９０億円）

〔全〕９．８億円

〔全〕１１５．５３億円

◆概算要求の状況　＜経済産業省＞
〇商店街活性化・観光消費創出事業

 
―

 （〔全〕５０．０億円）
〔全〕３０．０億円

６．スタートアップ・エコシステム拠点
の形成

◆概算要求の状況　＜内閣府＞
・科学技術イノベーション政策の戦略的推進 〔全〕６２４．３億円の内数

 （新規）
〔全〕５６５．３億円の内数

△

◆予算項目以外の状況
・海外からの対内直接投資の推進については、外資系企業等に対する優遇策（法人税率軽減や補助金
制度等）に関する要望は実現していないが、一方で、独立行政法人日本貿易振興機構運営費交付金に
おいて地域経済の活性化等に資する対日投資（地域への対日直接投資プログラム）を重点的に支援。

◆予算項目以外の状況
・創業者向け制度では、個人事業者として創業した後、法人成りした場合利用不可であり、要件の緩和
は実現していない。

５．商業活性化施策の充実・強化

△
◆予算項目以外の状況
・地方公共団体への権限・財源の移譲についての検討に関する要望内容は、実現していない。

令和２年度 国の施策・予算に関する提案・要望　政府予算案（商工労働関連）
令和2年1月31日

大　　阪　　府

概算要求状況等
◆予算項目以外の状況
・要望内容に係る措置はなされていない。

４．中小企業の経営安定化等の対
策強化

◆予算項目以外の状況
・下請けかけこみ寺の相談員の増員は実現していない。

△
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要望・提案事項 予算内容等 摘要概算要求状況等
Ⅱ　大阪・関西のポテンシャルを活
かした成長促進に向けて
１．健康・医療関連産業の世界的ク
ラスター形成
◇未来医療国際拠点の形成

×

◇ＰＭＤＡ関西支部の機能強化

×

◆概算要求の状況　＜国土交通省＞
○次世代航空機の社会実装に向けた環境整備の
推進

〔全〕９４百万円
（〔全〕１０百万円）

〔全〕３８百万円

◆概算要求の状況＜経済産業省・環境省＞
＜経済産業省＞
○水素ステーション整備・運営への支援
（燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ステー
ション整備事業費補助金）

○水素ステーションに関する規制の見直しの検討
（超高圧水素技術等を活用した低コスト水素供給
インフラ構築に向けた研究開発事業の一部）
（新エネルギー等の保安規制高度化事業委託費
の一部）

＜環境省＞
○新たな水素関連アプリケーション導入への支援
（水素を活用した社会基盤構築事業）

〔全〕１３０億円
（〔全〕１００億円）

〔全〕３５．４億円
（〔全〕３５．７億円）

〔全〕３０億円
（〔全〕６億円）

〔全〕１２０億円

〔全〕３５．４億円

〔全〕３０億円

４．競争力強化に向けた産業基盤
の整備
◇遊休産業用地の有効活用促進

×

◆概算要求の状況　＜経済産業省＞
○石油コンビナートの生産性向上及び強靭化推進
事業

○工業用水道事業（補助金）

〔全〕５０億円
（〔全〕２０３．６億円）

 〔全〕２４．５億円
（〔全〕２９．９億円）

〔全〕２７５億円

 〔全〕３０．０億円
R1補正〔全〕７．０億円

◆予算項目以外の状況
・Ｈ２９年１１月、府、製薬企業等の要望を受け、ＰＭＤＡ関西支部において、企業向けの新たな相談メ
ニューが追加された。

◆予算項目以外の状況
・本拠点での産業化推進に向けた取組みに対し、財政支援など必要な支援の創設は実現していない。

２．「空飛ぶクルマ」の社会実装に向
けた支援の強化

△
◆予算項目以外の状況
・「空飛ぶクルマ」の大阪での実用化に向け、万博も見据えたスケジュール感で管制制度や機体認証手
続などの制度構築が加速するよう、引き続き国に要望していく。

３．新エネルギー産業の成長促進
◇水素関連産業の振興

△

◆予算項目以外の状況
・既存の水素ステーションの燃料電池バス対応に伴う設備改修及び新たな水素アプリケーションに関す
る水素充填設備の整備・運営に対する補助制度は、実現していない。

◆予算項目以外の状況
・要望内容に係る措置はなされていない（用地担当への情報共有のみ）。

◇堺・泉北臨海工業地域の競争力
強化

△

◆予算項目以外の状況
・「公共性の高い民有護岸等については、老朽化が進んでいることや現行の耐震基準を満たしていない
ことから、耐震補強等の対策が急務であるため、全てを企業負担とすることなく、財政支援を充実・強化
すること。」について、制度拡充等の支援は十分でない。
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要望・提案事項 予算内容等 摘要概算要求状況等
ＩＩＩ　多様な人材が活躍できる環境づ
くり
１．障がい者雇用の促進
◇現状の把握・分析等

×

◆概算要求の状況　＜厚生労働省＞
〇中小企業をはじめとした障害者の雇入れ支援等
の強化

○精神障害者、発達障害者、難病患者等の多様
な障害特性に対応した就労支援の強化

〔全〕１３５億円
（〔全〕１３５億円）

〔全〕３７億円
（〔全〕３４億円）

〔全〕１３５億円

〔全〕３７億円

◆概算要求の状況
〇雇用施策と福祉施策の連携による重度障害者
等の就労支援

－ 地域生活支援事業費等
補助金５０５億円の内数

◆概算要求の状況　＜厚生労働省＞
○最低賃金･賃金引上げに向けた生産性向上等
に取り組む企業への支援

〔全〕１３８億円の内数
（〔全〕１０９億円の内数）

〔全〕１３０億円の内数

３．あいりん地域対策の強化
◇「あいりん労働福祉センター」の耐
震対策の推進 △

◇あいりん地域における雇用対策
の充実

△

◆概算要求の状況　＜厚生労働省＞
〇ホームレス就業支援事業 〔全〕２億円

（〔全〕２億円）
〔全〕２億円

ＩＶ　国と地方の適正な役割分担に
ついて
１．ハローワークの地方公共団体へ
の移管

×

２．運輸事業振興対策の推進

×

◆予算項目以外の状況
・要望内容に係る措置はなされていない。

◆予算項目以外の状況
・要望内容に係る措置はなされていない

◇事業主に対する誘導・支援の強
化

△

◆予算項目以外の状況
・障害者雇用納付金制度における調整金及び報奨金の引き上げや国の契約における障がい者雇用の
評価制度に係る措置はなされていない。

◇制度の拡充等

△
◆予算項目以外の状況
・特定求職者雇用開発助成金の支給期間の拡大や、身体障がい者手帳を有していない難病患者等の
雇用率制度の対象追加等に係る措置はなされていない。

２．労働環境の向上
◇最低賃金の引上げ

△
◆予算項目以外の状況
・地域別最低賃金（大阪）の引上げ　936円　⇒　964円
　一定引き上げられたことは評価するが、引き続き引上げを要望する。

◆予算項目以外の状況
・職業安定法や雇用対策法の改正法を含む第６次地方分権一括法がＨ２８年８月に施行されたが、「新
たな雇用対策の仕組み」の検証や、全面移管に向けた検討は行われていない。

◆予算項目以外の状況
・「あいりん労働福祉センター」の管理について、維持管理業務契約を締結の上、実施しているが、解体
工事が完了するまでの間、管理者である国が、大阪府と連携しながら主体的に管理を行う必要がある。

◆予算項目以外の状況
・「日雇労働求職者給付金」の支給要件の緩和はなされていない。また、登録事業所への求人募集開拓
を行うなど、同地域における職業紹介事業等の効果的な実施もなされていない。

４．ホームレスの方の就労機会の確
保・提供

△
◆予算項目以外の状況
・ホームレスの方の就労機会を確保するためには、まず、住居の確保が必要であるが、「住居確保給付
金」の支給要件緩和はなされていない。就業訓練事業においても就労訓練者の賃金確保につながるよ
うな制度の充実もなされていない。
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